
時事解説

本稿では，令和６年度税制改正大綱で示され
たプラットフォーム課税の概要を述べるととも
にその基礎となった財務省での研究会の検討過
程を解説する。さらに，2022年12月に公表され
たEUの「デジタル化時代のVAT」政策パッケ
ージのプラットフォーム課税に係る最新の提案
を俯瞰，2022年に採択され2023年から実施され
ているDAC７とOECDがプラットフォーム事
業者に課したレポーティング義務との関連性を
明らかにし，今後日本の消費税制度が進むべき
方向性を示唆することを目的としている。

I 令和６年度税制改正大綱

ポストインボイス制度の消費税制度は，国外
事業者に係る消費税の課税の適正化に照準が定
められた。

令和６年度税制改正大綱「第一　令和６年度
税制改正の基本的考え方」の「３．経済社会の
構造変化を踏まえた税制の見直し」に，「⑶　
グローバル化を踏まえた税制の見直し」の１つ
として「③　プラットフォーム課税」が入った。
「デジタルサービス市場の拡大によりプラット
フォームを介して多くの国外事業者が国内市場
に参入している中で，国外事業者の納めるべき
消費税の捕捉や調査・徴収が課題となってい
る。こうした課題に対し，諸外国では，事業者
に代わってプラットフォーム事業者に納税義務

を課す制度（プラットフォーム課税）が導入さ
れている。わが国においても，国内外の事業者
間の競争条件の公平性や適正な課税を確保する
ため，プラットフォーム課税を導入する。導入
に当たっては，国内の事業者に影響が出ないよ
う国外事業者が提供するデジタルサービスを対
象とし，また，対象となるプラットフォーム事
業者は，高い税務コンプライアンスや事務処理
能力が求められること等を考慮して，一定の規
模を有する事業者とする。」

新制度では，国税庁長官が指定する特定プラ
ットフォーム事業者を介して，国外事業者が消
費者向け電気通信利用役務を提供する場合，特
定プラットフォームを介してその対価を収受す
るものについては，特定プラットフォーム事業
者が行ったものとみなされる。

プラットフォーム事業者は，その課税期間に
おいて国外事業者がデジタルプラットフォーム
を介して行う消費者向け電気通信利用役務の対
価の額の合計額が50億円を超える場合には，そ
の課税期間に係る確定申告書の提出期限までに
その旨を国税庁長官に届け出なければならず，
これを受けて国税庁長官により特定プラットフ
ォーム事業者として指定される。

特定プラットフォーム事業者に係るデジタル
プラットフォームの名称等はインターネット等
を通じて公表され，指定を受けた特定プラット
フォーム事業者は，国外事業者に対してその旨

日本の消費税制度が進むべき方向性は
プラットフォーム課税の展望

消費税制度におけるプラットフォーム課税の導入が，令和６年度税制改正大綱で示
された。EUは2025年から民泊，ライドシェアをプラットフォーム課税の対象とする
欧州委員会提案が行われた。DAC７とOECDモデルルールは所得課税も視野に入れ
た収入の情報の自動交換に動いている。
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を通知しなければならない。
確定申告書には対象となる金額等を記載した

明細書の添付が義務づけられる。
上記の改正は2025年４月１日以降に行われる

電気通信利用役務の提供について適用される。
特定プラットフォーム事業者の指定制度に係る
事前の指定及び届出については，所要の経過措
置を講ずるものとされている。2025年４月１日
以降に行われる取引について特定プラットフォ
ーム事業者に消費税の納付義務が発生するとす
れば，指定のプロセスは2025年４月１日以前に
スタートするものと見込まれる。

II
国境を越えたデジタルサー
ビスに対する消費税の課税
のあり方に関する研究会報
告書

上記の大綱に先立ち，一橋大学の田近栄治名
誉教授を座長に2023年４月から６月にかけて

「国境を越えたデジタルサービスに対する消費
税の課税のあり方に関する研究会」において，
プラットフォーム課税の論点と考え方の整理が
行われた。

プラットフォーム課税の提案の背景には，大
規模なデジタルプラットフォームの日本経済に
おける存在感の急速な拡大がある。デジタル市
場はすさまじい勢いで成長し，アプリの市場規
模は2024年に５兆円強にも達するとの予想がさ
れている。プラットフォームを介して数多くの
国外事業者が国内市場に参入している中で，国
税庁は国外事業者の捕捉や調査・徴収に課題を
抱えている。

消費税もその一種である付加価値税制度にお
けるプラットフォーム課税とは，プラットフォ
ーム事業者が，その運営するプラットフォーム
上で資産の譲渡等を提供する事業者に代わり，
当該資産の譲渡等に係る消費税の納税義務を負
う制度である。現在先進国で導入されているプ

ラットフォーム課税は，「deemed supplier」モ
デルを基本とし，契約上は販売主体ではないプ
ラットフォーム事業者をあたかも販売主体であ
るかのようにみなして，みなし売上げに係る税
金の納付を求める仕組みとなっている。これと
あわせてプラットフォーム事業者のみなし仕入
れも認識するが，仕入れの課税方法にバリエー
ションがあり，非課税仕入れとするケースとリ
バースチャージとする制度があることが確認さ
れている。

研究会では，まず消費税法上のプラットフォ
ーム事業者の範囲を議論した。EUではプラッ
トフォーム運営者を法律上定義するのみで，付
加価値税法上のプラットフォーム事業者として
付加価値税の納税義務を負う事業者のリストを
公表していない。このため，財務省が実施した
諸外国税制調査によると，販売者とプラットフ
ォーム事業者の両方が納税するなどの事例が生
じているということで，予見可能性に一定の課
題があるとされた。そこで，プラットフォーム
事業者に届出義務を課し，税務当局が指定・公
表し，一定期間は解除されない方向性が提案さ
れた。

プラットフォーム事業者の範囲は，あまり狭
いとプラットフォーム事業者間の公平性に欠
く。例えば，特定デジタルプラットフォームの
透明性及び公正性の向上に関する法律に従って
経済産業大臣により指定された特定デジタルプ
ラットフォーム提供者（メディア一体型広告デ
ジタルプラットフォームの運営事業者）に限定
す る と2023年10月 公 表 時 点 でGoogle，Meta 
Platforms，LINEヤフーの３社しかいないが，
国外事業者に広く適正な消費税の納税を求める
という制度趣旨に鑑みれば，プラットフォーム
事業者の範囲は広くあるべきであり，またそう
でないとプラットフォーム事業者間での競争を
阻害することとなる。このため，当該プラット
フォームを介して日本に提供される国外事業者
からの売上高の合計額などを指標とする消費税
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法独自の新たな基準の整備を提案した。
次に，対象とするサプライヤーの範囲は，国

外事業者の適正な課税の確保等を図る目的や国
内事業者については適切な納税が期待できるこ
と等を踏まえ，国外事業者のみを対象とするこ
とを提案した。EUの事例でもユニオンワンス
トップショップ制度とノンユニオンワンストッ
プショップ制度に分かれており，ユニオンワン
ストップショップ制度においても，プラットフ
ォーム事業者が販売主体とみなされるのはセラ
ーがEU域外設立事業者の場合のみである（指
令14a条２項）。

日本における対象となる取引は，国外の事業
者が日本国内の消費者向けに行う電気通信利用
役務の提供のうち，プラットフォーム事業者が
アプリストア等により仲介を行う取引とされ，
消費者向け電気通信利用役務のみを対象とする
ことが提案されている。この研究会の当初の目
的が国境を越えたデジタルサービスに対する消
費税の課税のあり方の研究であり，プラットフ
ォーム課税の第一歩としては適切である。後述
するように，EUのケースを見ると，輸入消費
税の徴収に代わる新たな越境物販の徴税方法と
して，また，台頭しつつある電気通信利用役務
以外のプラットフォームが仲介する役務の課税
に有効であるから，今後検討すべきである。

ここで，国外事業者に代わり納税義務を負う
ことを踏まえると，課金する権限・決済を代行
する権限を有していることが必要になると考え
られるとされているが，この点については，ア
プリ内課金以外の決済の併用など，決済手段が
多様化しており，資金決済がプラットフォーム
事業者を通して行われることを課税要件にして
しまうと，決済手段の自由化に伴い制度自体が
骨抜きとなるばかりでなく，プラットフォーム
事業者と国外事業者に対しても，どの決済手段
を消費者が選択したかによって納税主体が変わ
ることとなり，当初意図したような予見可能性
が確保できなくなるので，忖度は不要と考える。

課税の方式について，プラットフォーム事業
者が提供したものとみなして納税義務を課す方
式は各国共通であり，すでにEUではプラット
フォーム課税台頭以前から存在する長い実績の
ある方式で，さらに，導入したその他の地域で
も特に支障なく運営されている。

仕入れ側の留意点としては，プラットフォー
ム事業者に余計なみなし仕入税額控除に係る記
帳義務，インボイス保管，申告義務等を負わせ
ないために，非課税又は不課税とするのが望ま
しいのではないかと考えるが，国外事業者の基
準期間の課税売上げには含めるべきである。現
在のEUの制度では仕入れは通常の課税制度に
基づき課税されており，2022年12月に公表され
た「デジタル化時代のVAT」政策パッケージ
で非課税とする改正提案がなされている。

研究会では，国外事業者が免税事業者である
場合があることが論点となった。プラットフォ
ーム事業者が提供したものとみなされる方式に
おいて，みなし売上げの販売者はプラットフォ
ーム事業者であるから，サプライヤーが免税事
業者であるか否かにかかわらず，当該プラット
フォームを介して日本に提供される国外事業者
からの売上高の合計額に対して消費税の納税義
務が生じる。

他方で，国外事業者はプラットフォームを介
する販売方式だけでなく消費者に直接販売する
方式も採用していることがあり，また直接販売
する方式に切り替えることもあり，状況によっ
ては当該国外サプライヤーに事業者免税点制度
が適用されうる。国外サプライヤーの事業規模
に応じた事業者免税点制度の適用を担保するた
めには，プラットフォームを介する販売方式と
直接販売する方式の両者を合算して，日本に対
して提供される当該国外事業者の売上高の合計
額を基準として，基準期間の課税売上げを判定
す べ き で あ る。こ の よ う な 制 度 は 米 国 の
Marketplace Facilitator Lawでも一般的である。
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III
欧州委員会税制・関税同盟
総局報告書と「デジタル化
時代のVAT」政策パッケー
ジ

EUの付加価値税領域におけるプラットフォ
ーム課税の現状を表す最近の文書として，欧州
委員会の税制・関税同盟総局の外部委託調査報
告書（以下，「報告書」という）である「デジ
タル化時代のVAT　第２部　プラットフォー
ム経済のVAT上の取扱い」（注１）と，この報告
書をもとに実際に2022年12月に欧州委員会が提
案をした法案がある。

報告書の目的は，EUのプラットフォーム経
済の規模を推計し，プラットフォーム経済と関
連するVAT法令を特定，これらの国内法と指
令との差異がもたらす影響を分析・評価，根底
にある課題と課題に対する政策上の対応案をコ
スト，効果，発展的影響，リスクの観点から分
析することにある。

報告書は，2019年にEU27加盟国には約1,500
の経済上重要なプラットフォームが存在し，そ
の総売上げは670憶ユーロ（１ユーロ160円で換
算すると約10兆7,200億円）に上ると推計した。
近年プラットフォーム経済の規模は急激に拡大
しており，その成長の規模とプラットフォーム
経済の中に含まれるビジネスモデルの多種多様
性と複雑性を立法に反映することが不十分と指
摘する。

プラットフォーム経済を利用する販売者や役
務提供者の最大70％（プラットフォームのタイ
プによるとされる）はVATを納付しない事業
者ではない個人（自然人であり事業として経済
活動を行っているとはいえない者（注２））や売
上げが基準額を下回る免税事業者であり，これ
らの新しいプレーヤーがプラットフォームを通
じてこれまで持ち得なかった経済的インパクト
をもって市場に参入したことにより，従来型の

サービスプロバイダーとプラットフォームを通
じて役務を提供する事業者の間には競争のゆが
みを生じさせている。例えば，短期宿泊施設と
従来型のホテルではEU平均で１泊当たりの宿
泊料に８％から17％の税率格差による価格差異
が生じているとされる。また，これらの個人並
びに中小事業者に仮にVAT申告等を求めた場
合，税務コンプライアンス負担が生じ，さらに
課税庁側の執行は容易ではないことが課題とな
る。

政 策 上 の 対 応 案 と し て，① 容 易 に す る
（facilitate）の定義を民泊，輸送を含める文言
に修正し販売者が免税事業者等である場合の措
置を追加すること，②プラットフォーム事業者
の記帳義務の強化，③輸入ワンストップショッ
プ制度において運営事業者が果たす役割の構造
的な見直しが提案された。

この報告書を受けて2022年12月８日に提出さ
れた「デジタル化時代のVAT（VAT in the 
Digital Age）」政策パッケージは，VAT指令，
VAT実施規則，行政共助に係るEU規則の改正
法案からなり，①VATコンプライアンスのデ
ジタル化（Digital Reporting Requirements），
②プラットフォーム経済の課税強化，③Single 
VAT Registrationを政策の三本柱としている。
このプラットフォーム課税の強化施策は，2025
年１月から実施が予定されており，以下の提案
が含まれている。
・・　プラットフォーム事業者が提供したものと

みなして納税義務を課す方式を，プラットフ
ォームを通じて仲介される短期宿泊施設の提
供並びに旅客輸送に対しても導入すること（指
令28a条）。現在，EU付加価値税法上，プラ
ットフォーム事業者が再販売したものとみな
すdeemed supplierの適用範囲は，①150ユー
ロ 以 下 の 資 産 のEU域 外 か ら の 輸 入 の 仲
介（注３）②EU域外事業者が行うEU域内資産
の譲渡の仲介（注４）③役務の仲介（注５）の３
パターンがある。現在の制度では，プラット
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フォームが行う民泊や旅客輸送のアレンジは，
必ずしも役務の仲介には該当しない。

・・　プラットフォーム事業者により出店者に対
して提供される役務（facilitation）を仲介サ
ービス（intermediary service）とみなすも
のとする規定の導入（指令46a条）。プラット
フォームがこれらのセクターで関与する際の
ビジネスモデルの経済実態としては，仲介形
式（他人の計算で自己の名義で行う取引）と
代理の形式（他人の計算で他人の名義で行う
取引）の両方があり，前者の課税地は仲介対
象となる取引の課税地であるところ（指令28
条，46条），代理取引の場合はB2Bで行われ
る役務の提供の課税地の原則規定となる（指
令44条，受益者事業地課税）ため，プラット
フォーム事業者と出店者との契約の性質によ
り課税地の判定が影響されていた。これを付
加価値税法上は一律に仲介とみなすことによ
り，課税地を仲介対象となった役務の課税地
に準拠することとしたものである（宿泊施設
の提供サービスは宿泊施設の所在地，旅客輸
送サービスは旅客輸送が実際に行われた場所）。

・・　プラットフォーム事業者が出店者から受領
したとみなされる資産の譲渡と役務の提供は
非課税とする規定の導入（指令136b条）。現
在の制度では，仕入れて販売したこととみな
されるが，仕入れに関する特別の規定は現状
なく，原則的な課税地ルール，課税・非課税
の判定，リバースチャージの適用ルールに従
って課税が行われている。プラットフォーム
事業者の仕入れ側の課税判断，記帳義務，帳
簿保存義務等のコンプライアンス負担を排除
するためには，非課税とすることが有益であ
る。

・・　短期で行われる宿泊施設の貸与はその性質
においてホテル業と類似の産業とみなされる
ものとされ，不動産賃貸業の非課税（指令
135条）の適用対象外と明記する。これによ
り，プラットフォーム事業者が最終消費者に

対して提供したものとみなされる短期宿泊施
設の貸与が従来型のホテル業と同様非課税と
ならないことが担保される。

・・　短期宿泊施設の貸与と旅客輸送の仲介のみ
なしルール（指令28a条）によりプラットフ
ォーム事業者が最終消費者に提供したものと
みなされる売上げは，仕入税額控除権に影響
を与えないとする規定の導入（指令172a条）。
欧州付加価値税法は仕入税額控除の方式にお
いて個別対応方式を採用している。短期宿泊
施設の貸与と旅客輸送は課税売上げであり，
これに個別対応するサプライヤーからのみな
し仕入れは上記のように非課税とされる。他
方で，みなし仕入れ以外の課税仕入れが生じ
た場合（共通対応経費を含む），このみなし
売上げは課税売上割合に影響しないことを定
める規定である。

・・　プラットフォーム事業者は最終消費者に対
して提供したものとみなされる取引以外にも，
プラットフォームを介して行われる取引のす
べて（B2B/B2C）について記帳義務を負う（指
令242a条）。加盟国へのデータの提供方法に
ついては政策パッケージに含まれる行政共助
に関するEU規則の改正が行われている（注６）。
プラットフォーム事業者が最終消費者に対し
て提供したものとみなされる取引については，
VAT法上の一般規定が適用となる。

IV プラットフォームの果たす
べき役割

ここで，令和６年度税制改正大綱において特
定プラットフォーム事業者の役割は，その事業
年度に課税売上げの基準を超えた場合に確定申
告期限までに届出をすること，国外事業者に通
知をすること，みなし売上げに係る消費税を納
付することに加えて，対価の額等の明細書を提
出することが挙げられている。今後，明細書の
記載事項は明らかとなるが，名称，個別の売上
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等国外事業者の明細を求めるかどうかが重要で
ある。

行政共助に関するEU規則の改正趣旨説明の
中で，VATの不正行為に関する情報交換を促
進する加盟国間のネットワークであるユーロフ
ィスク（Eurofisc）の捜査官は，特にプラット
フォーム事業者の報告事項が当該プラットフォ
ーム事業者を利用するすべてのサプライヤーの
課税売上げの総額としての情報のみであるため，
VAT不納付のリスクを発見し事業者のコンプ
ライアンスを適時に管理することが困難になっ
ていると指摘している。

さらに，2024年１月から施行される決済事業
者の情報収集システムであるCESOP（Central 
Electronic System of Payment Information）
で得られる資金受領情報と対応する取引情報と
の突合を行うためには，課税庁は実際に資金を
受領する課税事業者に関する情報が必要であ
る。上記のように，プラットフォーム事業者を
経由した場合，売上げが総額としての情報しか
提供されないため，プラットフォーム事業者が
ブラックボックスとなりこの資金の流れと課税
事業者との突合が困難となる。本来は，個別の
サプライヤーを特定する情報を，プラットフォ
ーム事業者が各加盟国の税務当局に対して（電
子）報告することが不可欠である。

現在，いわゆるプラットフォーム課税の対象
外となる「プラットフォーム事業者が最終消費
者に対して提供したものとみなされない取引」
については，プラットフォーム事業者に以下の
項目についての記帳義務（指令242a条，実施規
則54c条）が課されている。
⒜　サプライヤーの名称，住所，電子アドレス

又はウェブサイト（サプライヤーのVATID
番号又は納税者番号，銀行口座情報，バーチ
ャル口座情報もあれば）

⒝　資産の内容，価格，配送先，配送日（オー
ダー番号又は取引番号もあれば）

⒞　役務の内容，価格，課税地を判断するため

の情報，取引日（オーダー番号又は取引番号
もあれば）
他方で「プラットフォーム事業者が最終消費

者に対して提供したものとみなされる取引」は
他の売上げと同様の記帳義務が課されている
が（注７），みなし仕入れの対象であるサプライ
ヤー情報については指令上に特別な規定はなか
った。しかしながらこれではかえってプラット
フォーム事業者が提供したものとみなされる資
産の譲渡と役務の提供についての詳細なサプラ
イヤー情報が得られない。

このため，2025年１月からワンストップショ
ップ制度を利用する場合の記帳義務を定めた実
施規則63c条が改正され，みなし売上げの詳細
に加え，みなし仕入側のサプライヤーの名称，
住所，電子アドレス又はウェブサイト（サプラ
イヤーのVATID番号又は納税者番号，銀行口
座情報，バーチャル口座情報もあれば）の記帳
義務が導入される予定である。これらの情報は
要求を受けた場合は電子媒体で提出されなけれ
ばならず，20日を超えて遅延した場合には，登
録加盟国から消費加盟国へ通知が行われる。イ
ンボイスの義務的記載事項には銀行口座情報と
電子アドレスとウェブサイトは含まれていない
ためプラットフォーム事業者は新しく情報収集
が必要となる。

V DAC７との関係

ここで，同様にデジタルプラットフォームの
利用者に対する適正課税を目的としてEUで導
入されている制度に，2021年３月22日に採択さ
れた「税領域における行政共助に関する指
令（注８）（以下，「DAC７」という）」の改正が
あるので，関係性を明らかにしたい。2023年１
月から発効した改正によって，プラットフォー
ム事業者に対して，プラットフォーム（注９）を
介して以下の対象取引（Relevant Activities）
を有償でプラットフォームの従業員としてでは
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なく実施する販売者の所得に関する情報を収集
し報告義務を課し検証を求める制度が導入され
ている。対象取引は，①不動産の賃貸（駐車場
を含む），②人的役務の提供，③資産の販売，
④輸送手段の賃貸である。この制度は付加価値
税のみではなく所得課税を念頭に販売者の納税
義務を特定することを目的としている。OECD
のモデルルール（注10）（注11）に示された原則に
大宗，準拠している（報告対象となる販売者の
範囲と報告者であるデジタルプラットフォーム
の範囲が異なる）。

DAC７により，特定プラットフォーム事業
者は販売者に関する，氏名，住所，生年月日，
納税者番号，VATID番号，事業登録番号，EU
域内の恒久的施設に関する情報，対価を受領す
る口座情報，各登記資産の所在地と登記番号，
各登記資産が賃貸された日数，四半期の収受し
た対価の合計額並びに取引回数，四半期にプラ
ットフォーム事業者が得た手数料，コミッショ
ン，源泉徴収した税金について，報告対象期間
の12月末日までに検証し，当局へ提出しなけれ
ばならないこととされている。初回の報告は
2024年１月末日を期限に行われる。DAC７は
あくまでEU指令であることから2022年末まで
に加盟国による国内法化の措置が必要であった
が，2023年12月時点でもまだ国内法化の手続が
完了していない加盟国もある（ポーランド，ラ
トビア，ブルガリア，スロベニア）（注12）。

DAC７の対象となる特定プラットフォーム
事業者は，付加価値税法上のプラットフォーム
課税の対象となる範囲よりも広範である。ま
た，上記の検証・報告対象となる情報も，上述
した付加価値税法上の記帳義務の対象となる事
項と異なっている。

DAC７は決してEUの単独行ではなく，その
基礎にOECDのフレームワークがある。２つの
モデルルールがあり，2020年７月３日に公表さ
れた当初スコープは不動産の賃貸及び人的役務

（Personal Services）の提供であったのに追加

して，2021年６月22日に公表された追加スコー
プにより物販と輸送手段のレンタルが追加にな
っている。後者は，EUのDAC７を反映した追
加スコープである。2022年にデジタルプラット
フォームを介する収入の情報の自動交換に関す
る管轄課税庁の多国間協定（注13）が採択されて
おり，2023年２月15日時点で25か国（EU加盟
国の一部，英国，カナダ，アルゼンチン，ニュ
ージーランド等）が署名している。この協定に
基づき，公表されている２つのモデルルールで
カバーされている，報告対象となる販売者

（Reportable Sellers）の 対 象 活 動（Relevant 
Activities）に関する情報交換が行われる。

この情報交換の目的で利用するXMLデータ
フ ォ ー マ ッ ト（DPI XML Schema）（注14）が
2022年３月29日に公表されており，今後日本も
消費税課税制度ではあるものの，プラットフォ
ーム課税の導入のその先に，プラットフォーム
事業者からデータ提出を求めるのであれば参考
になるのかもしれない。明細書の具体的な記載
項目次第ではあるもののデータは膨大になると
思われ，今後の拡張性も踏まえてどういった様
式で行うのかが注目される。

VI プラットフォーム課税の 
今後の課題

2023年12月13日付欧州委員会の記者発表によ
れば，プラットフォームを通じて働く人々の労
働条件の改善に関する欧州議会とEU加盟国の
間でなされた政治的合意を歓迎すると発表し
た。欧州委員会は，2021年にプラットフォーム
ワークの労働条件の改善に係る指令提案を提出
している（注15）。背景には，今日，EUのプラッ
トフォームを通じて働く人々の90％超が自営業
者であり，2021年に約2,800万人とされたプラ
ットフォームを通じて働く人々のうち，約550
万人は本来自営業者として取り扱われるべきで
はない人々である疑いがある。社会保険制度の
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根幹に関わるこの自営業者か否かの問題に加え
て，これらの人々は不安定で不透明な労働条件，
健康安全被害のリスクや社会的セーフティーネ
ットへのアクセスが不十分であるという問題を
抱えている。

当該指令では新たに「digital labour platform」
が定義され，インターネットを利用して従業員
又は自営業者を仲介並びに組織し第三者の顧客
に提供する会社とされている。プラットフォー
ムが仲介する労働自体は必ずしもオンラインで
提供される必要はなく，例えばフードデリバリ
ーサービス，旅客輸送のように，特定の物理的
空間で提供される場合と，データ分析や翻訳の
ようにオンラインで提供される場合の両方が含
まれ，これらを「platform work」と総称して
いる。

このようなプラットフォームは，労働力や人
材の潜在的な需要と供給を効率的にマッチング
するアルゴリズムを基礎として構築されたプラ
ットフォームをビジネスモデルとしており，労
働市場へのアクセスが困難な若年層，外国人，
介護や育児といった家庭の事情を抱える人々に
労働の機会を創出する有用性を持っている反
面，その多くが社会的弱者として保護されなけ
ればならない層であり，大会社と個人という圧
倒的なパワーバランスの不均衡がある。

消費税収は社会保障財源である。日本のプラ
ットフォームワークの社会保障制度上の取扱い
を明らかにすると同時に，プラットフォーム課
税の範囲を電気通信利用役務にとどめることな
く，必要とされるその他の領域にも今後拡大し，
社会保障財源に充てることは有用である。

日本は消費税の分野でプラットフォーム課税
への最初の一歩を踏み出した。今後，消費税分
野での物販，シェアリングエコノミー，ギグワ
ークへの対象の拡大と，所得税課税での国際的
なデータ共有も視野に入れたOECDモデルに準
拠したプラットフォーム事業者への報告義務の
整備が必要となるであろう。

（注１）　VAT in the Digital Age Final Report 
Volume 2－The VAT Treatment of the 
Platform Economy, Directorate－General for 
Taxation and Customs Union, European Union, 
2022

（注２）　指令９条は，事業者の定義として独立に
反復継続して経済活動を営んでいることを要件
としており，判例上この経済活動の意味は広く
とらえられているが，会社の従業員や個人が時
折所有物を販売するようなことは経済活動には
当たらない。プラットフォーム課税は付加価値
税法が依拠している事業者と事業者ではない個
人の境界線の問題も提起している。

（注３）　指令14a条１項
（注４）　指令14a条２項
（注５）　指令28条，実施規則9a条
（注６）　amending Regulation (EU) No 904/2010 

as regards the VAT administrative cooperation 
arrangements needed for the digital age

（注７）　ワンストップショップ制度を利用する場
合（実施規則54c条１項ａ，63c条），課税地，資
産と役務の内容と数量，取引日，課税標準，課
税標準の増減額，税率，税額，対価の受領日・
金額，前受金，インボイス情報，役務の場合受
益者の居住地の判定に用いた情報，資産の譲渡
の場合，配送先の判定に用いた情報，返品に係
る課税標準と税率並びに返品があった証跡。ワ
ンストップショップ制度を利用しない場合（実
施規則54c条１項ｂ，指令242条），一般納税義務
者と同様の記帳義務が適用され，指令に具体的
な規定はなく課税関係の判断に十分な情報との
み定められており，各国法で定められている。

（注８）　Council Directive （EU） 2021/514 of 22 
March 2021 amending Directive 2011/16/EU on 
administrative cooperation in the field of 
taxation

（注９）　DAC７ の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の 定 義 は
Annex V Section1にある（「“Platform” means 
any software, including a website or a part 
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thereof and applications, including mobile 
applications, accessible by users and allowing 
Sellers to be connected to other users for the 
purpose of carrying out a Relevant Activity, 
directly or indirectly, to such users. It also 
includes any arrangement for the collection and 
payment of a Consideration in respect of 
Relevant Activity.」）。

（注10）　Model Rules for Reporting by Platform 
Operators with respect to Sellers in the Sharing 
and Gig Economy/OECD

（注11）　Model Reporting Rules for Digital 
Platforms: International Exchange Framework 
and Optional Module for Sale of Goods

（注12）　Tax Atlas-Platform Reporting/Deloitte
の内部データによる

（注13）　Multi lateral Competent Authority 
Agreement on Automat ic Exchange of 
Information on Income Derived through Digital 

Platforms
（注14）　Model Rules for Reporting by Digital 

Platform Operators XML Schema and User 
Guide for Tax Administrations

（注15）　Proposal for a directive of the European 
Parliament and of the Council on improving 
working conditions in platform work, COM 

（2021） 762 final
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